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１．長沼町の特性          

長沼町は北海道の中央、広大な石狩平野の南東部に位置し、札幌を含めた、江別、岩見沢、千

歳、恵庭、北広島などに隣接する立地特性にあります。基幹産業の農業を発展の基礎におきなが

ら、豊かな自然の中で快適に生活できる環境を活かし、グリーン・ツーリズム等による都市との

交流、新エネルギーの活用や良好な景観を維持する取り組み等の自然との共生、まおいネットの

構築等高度情報化の推進に努め、それぞれの分野において着実な発展を図り、都市との近接性を

活かした田園都市として発展しています。 

 
 

（１）立地特性・広域環境 

① 位置 

長沼町は、石狩平野の南東部に位置し、行政区域としては

空知振興局管内、南空知圏域に属します。 

札幌市から南東へ 32 ㎞、北海道の空の玄関口新千歳空港

から 29 ㎞の距離となっています。 

② 交通 

隣接都市とは多数の幹線道路で結ばれ、車では札幌市から

約 50 分、北広島市から約 20 分、千歳市から約 30 分、江別

市から約 25 分であり便利な交通環境となっています。 
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■長沼町の風景 

（２）自然環境 

地勢は概ね平坦ですが、東側に標高 100～280m の馬追丘陵が連なっており、長沼町の景観の骨

格となっています。東側 1/3 の馬追丘陵の緩傾斜地、河川沿いの水辺の風景、平担地は明治期に

計画的に開発されたことを物語る 300 間四方の殖民区画と、そこに育つ防風林など、長沼町の歴

史と産業によって培われてきた独自の田園景観を有しています。 

気候は西部北海道気候区に属し、太平洋と日本海の季節風の影響を受けることから、春から夏

にかけては太平洋から吹く冷たい偏東風の影響を受け、また冬は日本海から西・北西の強い季節

風によってにわかに多量の降雪をみるなど、季節によって、風の影響を受けることがあります。 

 

① 地勢・地域景観 

長沼町は、平成 19 年 8 月、空知管内で最初に「景

観行政団体」となり、まちづくりの取り組みを踏まえ

ながら、景観法という新たな枠組みのもとで、美しい

景観づくりに取り組んでいます。 

② 気候 

年間を通じた平均気温は、7℃程度。夏の最高気温

は 30℃を超えることもあり、冬は－20℃を下回るこ

ともあります。 

最多風向は南南東で、風速は 4 月～7 月が強く、

2.5m/s～2.8m/s となっており、この時期の風は偏東

風と呼ばれ、この地域の特徴となっています。 
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■産業別就業⼈⼝の推移 第１次産業
第２次産業
第３次産業

（３）産業と観光 

町の歴史は明治 20 年頃にさかのぼり、明治 22 年には稲作を初めて成功させ米どころ長沼の基

礎を築きました。現在も基幹産業は農業ですが、近年その立地を活かし、農業を核とした「グリ

ーン・ツーリズム」を展開、都市近郊の立地条件を生かし、都市と農村の交流促進と相互理解を

図るため特区の認定も受けています。 

また、観光では、マオイオートランドや北長沼水郷公園、ゴルフやパークゴルフ、ながぬま温

泉をはじめ、体験型・滞在型のレクリエーション施設が充実しています。観光情報の提供にも努

め、魅力ある地域づくりに取り組んでいます。 

① 歴史と産業 

長沼町の基幹産業は農業で、水稲、小麦、大

豆などを収穫しています。その中で、大豆は近

年作付面積、収穫量ともに道内で１位となって

います。 

また、都市近郊の立地条件を生かした「グリ

ーン・ツーリズム」も平成 26 年で 10 周年を迎

えています。 

産業別就業人口の推移は右に示す通りで、１

次産業の就業人口は減少を続け、それまで増加

していた３次産業修業人口も平成 17 年をピー

クに減少に転じています。 

② 観光・レクリエーション 

都市近郊の立地条件を生かし、多くの人が訪れ、観光・レクリエーション施設が充実していま

す。 

■道の駅マオイの丘公園                    ■マオイオートランド 

 

 

 

 

 
 
■ながぬま温泉、コミュニティ公園                 ■ながぬまスキー場   

 

 

 

 

 
  
■北長沼水郷公園       ■東庭園              ■辻村もと子文学碑 
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（４）人口・世帯にみる地域状況 

長沼町の人口・世帯は平成 27 年 3 月末で、11,439 人、5,007 世帯です（住民基本台帳）。 

人口は平成２年以降、減少から微増にあったものの、12 年以降再び減少に転じ、人口減少が続

いています。 

世帯は、核家族化から増加が続いてきましたが、近年は世帯減少に向かっています。 

年齢別人口では、高齢者人口は増加にあり、子供および生産年齢者人口は減少にあり、少子高

齢化が進行しています。 

世帯構成においては、世帯当たり人員の減少がやや緩慢になり、それに伴い１人２人世帯の増

加もやや頭打ちになってきていますが、４人以上世帯の減少は続いています。世帯構成の変化と

独居や夫婦世帯等の増加傾向を顕著に示しています。 

65 歳以上高齢者のいる世帯（以下高齢者世帯）は増加を続け、一般世帯のほぼ半数となり、世

帯人員別では、１人２人世帯が急増し、３人以上世帯は減少にあります。高齢者世帯の増加と高

齢独居や高齢夫婦世帯等の増加傾向を顕著に示しています。 

 

① 人口減少 

・平成２年まで減少傾向が続いていました

が、平成２年以降微増へと転じ、その傾

向は平成 17 年まで続きました。しかし

その後平成 22 年までの５年間に、再び

大きく減少しています。この減少率のま

ま人口減少が進むと、長沼町の人口は今

後大きく減少すると予想されています。 

 

 

 

 

 

 

・出生人口は微減、死亡人口が微増で、自然増減はマイナス 80 人前後で推移しています。社会増

減は平成 24 年に一度プラスに転じたもののそれ以外はマイナスが続いています。 
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② 世帯減少

世帯数は、増加傾向にあったものが、国勢調査においては平成 17 年から減少に転じ、住民基本

台帳においても、増加傾向から停滞、減少に転じています。 

③ 少子高齢化

年齢別人口の推移では、高齢者人口は増加しており、高齢化率は 3 割に達します。子供および

生産年齢者人口は減少しています。少子高齢化が顕著であり、この傾向は今後も続くことが予

測されます。 

 

 

 

 

 

④ 世帯構成の変化と 1 人 2 人世帯の増加

世帯においては、世帯人員の減少による世帯の小規模化が進んでいます。 
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⑤ 高齢者世帯の増加と高齢独居や高齢夫婦世帯等の増加傾向 

高齢者世帯は増加を続け、全世帯の約半数に達しています。世帯構成の状況においても、１人、

２人世帯が増加するなど変化が見られます。 

今後は高齢単身、高齢夫婦世帯の増加に伴う住宅ニーズや課題への対応、減少を続ける子育て

世帯が抱える住宅問題の解決のための施策対応が求められます。 
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２．長沼町の住宅事情 

（１）住宅の所有状況 

 

住宅に住む世帯数は、平成２年以降増加の傾向にありましたが、平成 17 年以降の人口減少、世

帯数の微減などの影響もあり、ここ５～10 年において、所有関係別世帯においても変化が生じて

いる状況です。 

世帯の小規模化や高齢化など、世帯状況の変化に伴って、その対応が求められるところです。 

公営住宅については、「公営住宅等長寿命化計画」に則り、建替、改善、修繕事業を行っており、

その中で、居住世帯の世帯状況の変化にも対応させることも可能となっていますが、今後は持ち

家をはじめとする建物の老朽化やニーズの多様化に、住宅が対応できないことも懸念され、改修

や、空き家活用等への支援継続が期待されます。また、定住化促進の取り組みとしての、子育て

世帯に対する住宅支援策の検討が求められます。 

 

① 主世帯 

住宅に住む一般世帯数は「主世帯」

と言い、「持ち家・公営借家・民営借

家・給与住宅」に分けられます。 

長沼町では人口・世帯数の減少に伴

い、平成 17 年以降、主世帯数も減少

に転じています。 

 

② 所有関係別世帯数の状況 

・主世帯の 8割近くを占める持ち家世帯

は、主世帯の推移と同様の傾向を示し、

平成 17 年以降減少に転じています。 

・主世帯、持ち家はここ５年で減少して

いますが、その中で民営借家、公営

借家は微増となっており、借家の需

要が高くなっている状況が伺われま

す。 
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（２）高齢者世帯の住宅状況 

高齢者世帯は高齢化に対応し急増しており、その約 9 割は持ち家であることから、持ち家の高

齢世帯も急激な増加となっています。高齢者世帯の変化に対応し、持ち家（多くは戸建て住宅）

に高齢独居もしくは高齢夫婦（二人）で暮らすケースが増加していると判断されます。 

① 持ち家が約９割 

・高齢者世帯は、全体の世帯数が減少に転じた

平成 17 年以降も増加を続けており、高齢者

世帯の主世帯も増加が続いています。 

・高齢者世帯では、９割近い世帯が持ち家に居

住しており、次に多いのが公営借家で 7％弱

です。持ち家の割合が徐々に減少し、借家世

帯が微増の状況となっています。 

・持ち家率の高い高齢者世帯では、近年単身世

帯、夫婦世帯が増加しており、今後は持ち家

の維持困難な世帯が増加することが懸念さ

れ、住宅改修や住み替えの支援などの対応が

期待されます。 
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（３）住宅種別の状況 

① 戸建て住宅 

・長沼町の戸建て住宅は、住宅全体の 8 割を占め

ており、管内、全道と比べて高い割合を占めて

います。 

・長沼町の戸建て住宅は、持ち家世帯の主な居住

形態となっています。 

② 民営借家 

・民営借家世帯はこの 20 年微増を続け、平成 22

年には 513 世帯となっています。 

・建て方は共同住宅が多く、管内平均よりも戸建

てや長屋建て率が低く、共同住宅率が高いこと

が特徴です。 

■中心市街地にある民間賃貸住宅 

 

 

 

 

 

 

③ 公営借家 

・平成 28 年 2 月末現在 14 団地 339 戸、入居世帯数は 318

世帯となっています。 

・既存住宅の 61％が建替対象の老朽住宅であり、解消を目

指した事業の推進が課題となっています。「公営住宅等長

寿命化計画（平成 23 年 3 月）」に基づき、建替事業等を

計画的に推進しています。 

・建替住宅は平成 23 年度末までは耐火建築としてきました

が宮下南団地以降（平成 24 年度）は木造平屋、２階建て

による建設としています。 

・公営住宅の募集と応募の状況は、平成 23 年以降１倍を下

まわって推移していますが、新規住戸に対する倍率は高

くなっています。 
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■⺠営借家の建て⽅別世帯⽐率
戸建て 長屋建て 共同住宅（長沼・管内・北海道）

（H22・国勢調査）
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（H22・国勢調査）



 Ⅰ章 長沼町の住宅特性 

15 

 

（４）地区別の特性 

① 地区別の住宅特性 

長沼町の居住地は、「長沼市街地」と「農村地域」「馬

追丘陵地」の大きく３つに分けて捉えることができま

す。 

主な住宅形式も地区別の特性を踏まえ、長沼市街地

では「市街地住宅」、農村地域では「農家住宅」、馬追

丘陵地では「別荘・リゾート住宅」といった特色ある

住宅づくりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地区別動向 

ここ 10 年間の地区別の人口・世帯動向を、「長沼市街地」と「農村地域・馬追丘陵地」とに分

けると、長沼市街地の人口はほぼ一定で、農村地域・馬追丘陵地は減少となっています。 

一方世帯数では、長沼市街地で増加、農村地域・馬追丘陵地は横ばいとなっており、市街地へ

の世帯集積度が高くなっています。 

 

10 年ほど前は、長沼市街地も農村地域・馬追丘陵地もほぼ同じ人口が居住していましたが、近

年、長沼市街地人口は変化の無い状況である一方で、農村地域・馬追丘陵地の人口が減少し、市

街地人口の方が 1,000 人ほど多い状況となっています。 

世帯数は平成 16 年時点で、すでに長沼市街地が 700 世帯ほど多く居住していましたが、平成

21 年頃にかけて全体的に微増し、その後は市街地の方が 900 世帯程度多い状況が続いています。 
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（５）住宅の建設動向 

① 住宅着工の動向 

町内の住宅着工件数はグラフに示すとおり、年度によってばらつきはあるものの、ほぼ毎年 40

件以上の着工件数となっており、この 10 年間で中心市街地では 329 件、農村地域・馬追丘陵地で

は 166 件、併せて 500 件が建設されています。 

平成 23 年だけは長沼市街地 10 件、農村地域・馬追丘陵地が 12 件と、農村地域・馬追丘陵地の

件数が多くなっていますが、その他の年は長沼市街地での着工件数がほぼ２倍程度となっていま

す。 

建て方別で見ると、長沼市街地では近年共同住宅（長屋建て含む）が多く建設されるようにな

ったこと、農村地域・馬追丘陵地ではほとんどが専用住宅の建設であることが特徴です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 20 年の「農村地域・馬追丘陵地  共同住宅１件」は、ヘッセの森に建設された共同住宅１棟です。 
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３．住まい・まちづくりに関連する町民意識  

本計画の策定にあたり、「住宅アンケート調査」を行い、町民の住宅に関する意識、意向等を反

映する検討を行っています。アンケート調査結果は以下の通りです。 
 
（１）アンケート調査の概要 

① 設問項目と調査目的 

 [１] 住環境評価     ― 住宅および居住環境についての住民評価の把握 

 [２] 居住動向      ― 近年の居住状況の変化（動向）の把握 

 [３] 住まいの将来計画  ― 町民の住宅改修、取得、移転などについての計画の把握 

 [４] 住宅施策要望    ― 長沼町が今後重点的に実施する必要があると思われる 

施策展開等に関連する、住民の意見の把握  

 [５] 回答者の世帯属性  ― 世帯の属性の把握、子どものいる世帯、高齢者世帯、介護

認定を受けている人のいる世帯 

② 調査方法 

・長沼町内の住宅に住む世帯を対象とし、事業所、団体などを経由した配付・回収としています。 

・調査期間：配付：平成 27 年 11 月 17 日・回収：平成 27 年 12 月 25 日  

③ 配付・回収概要 

調査票の回収は、配付数 2,024 票に対し、回収 782 票となり、回収率は 38.6％となっています。

そのうち有効回答は 770 通、有効回答率は 38.0％となります。 

町の現在の世帯は約 4,300 世帯であることから、町内全世帯の 2 割弱の意見を聞く結果となりま

した。 

■回収概要 

 サンプル数 

全体集計 770 

住宅の 

所有関係別 

  主世帯 730 

持ち家世帯 444 (60.8%)※1 

公営借家世帯 139 (19.0%)※1 

民営借家世帯 121 (16.6%)※1 

社宅、寮世帯 26 ( 3.6%)※1 

その他 40 

子育て世帯 12 歳未満の子どものいる世帯 195 (26.1%) 

高齢者世帯 65 歳以上高齢者のいる世帯 263 (35.9%) 

介護世帯 介護認定を受けている人がいる世帯 55 ( 7.4%) 

※1：主世帯 730 世帯に対する割合を示しています。 
 

④ 回答票の特徴 

・所有関係別世帯数は、持ち家 6割、公営借家 2割、民営借家 2割弱を占め、社宅・寮世帯が 3.6％

（26 世帯）と、社宅、寮のサンプル数が少ない結果となっています。 

・回答者の年齢は 65 歳以上が 2割弱、50 歳～64 歳が 3割弱で最も多く、40 歳代 2割、30 歳代 2

割、30 歳未満が 1割となっています。  

・世帯特性を見るために、「子育て世帯（12 歳未満の子どものいる世帯）：195 世帯」、「高齢者世

帯：263 世帯」、「介護世帯（介護認定を受けている人のいる世帯）：55 世帯」を抽出しています。 

・子育て世帯の住宅所有関係は、持ち家 6 割、公営借家 1 割強、民営借家 2 割となっています。 

・高齢者世帯・介護世帯の住宅所有関係は、持ち家 7割、公営借家が 2割強となっています。 

30歳
未満

12.1%
30歳代
18.4%

40歳代
23.8%

50歳～
28.5%

65歳
以上

17.2%

■回答者の年齢

［有効回答：755世帯］
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（２）住宅および居住環境についての住民評価 

① 住宅への愛着 

・「愛着がある」が 43.9％、「どちらかといえば愛着がある」が 41.1％、全体の 8割を超える世帯

が、愛着があると評価しています。 

② 住宅に対する評価や意識 

イ）住宅に対する評価 

・「満足（23.0％）」「まあ満足（44.0％）」と回答した世帯は合わせて 67.0％と全国調査よりやや

低い満足度となっています。［全国調査：74.2%］ 

・全体より満足度が高いのは持ち家だけで、その他の住宅では満足度が低くなっています。 

ロ）住宅の個別要素に対する評価 

・不満率（「非常に不満」と「多少不満」の合計）をみると「高齢者などへの配慮（46.5％）」が

最も高く、次に「地震時の住宅の安全性（46.2％）」となっています。続いて「敷地内の雪対

策（45.1％）」「省エネルギー（44.9％）」が高く、北国ならではの結果となっています。 

・全国調査との比較では、「収納の多さ、使いやすさ」「生活音に対する遮音性」「台所、トイレな

どの使いやすさ、広さ」への不満が比較的高いことが特徴です。 

ハ）住宅の個別要素に対して重要と思うもの 

・「地震時の住宅の安全性」が最も高く、次に「火災に対する安全性」、「断熱性、気密性」「敷地

内の雪対策」など北国らしい視点が続きます。 

・全国調査との比較では、「地震時の住宅の安全性」が最も高いのは共通ですが、「火災に対する

安全性」が次に高いことが特徴です。 

③ まわりの環境［居住環境］に対する評価や意識 

イ）居住環境に対する評価 

・居住環境に「満足（20.8％）」、「まあ満足（54.8％）」と回答した世帯は併せて７割を超え、全

国調査よりわずかに満足度が高い結果となっています。［全国調査：72.0％］ 

・回答者全体より満足度が高いのは持ち家（80.0％）と民営借家（80.3％）で、民営借家は住宅

への満足度が低いものの、居住環境に対しては満足度が高いことがうかがわれます。 

ロ）居住環境の個別要素に対する不満率 

・不満率（「非常に不満」と「多少不満」の合計）をみると「前面道路の除排雪」が最も高く、「敷

地やそのまわりのバリアフリー化」「日常の買い物、通院などの利便性」の順となっています。 

・全国調査との比較ではほぼ同じ傾向ではありますが、長沼町では「日常の買い物、通院などの

利便性」「通勤・通学などの利便性」など、生活利便性に対する不満要素が高くなっています。 

ハ）居住環境に関して重要と思うもの 

・最も多かったのが「前面道路の除排雪」で、長沼町では雪対策が日常生活において重要である

ことがうかがわれます。 

・続いて「日常の買い物、通院などの利便性」、「治安、犯罪発生の防止」と続きます。 

・全国調査で比較的高かった「福祉・介護等の生活支援サービス」は長沼町では上位にあげられ

ていないことが特徴です。 
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（３）居住動向 

① 居住状況の変化 

・ 近年５年間に変化のあった世帯は 36.4％です。 

・ 変化の内容としては、住み替え：22.2％、リフォーム：12.5％、建て替え：1.7％です。 

② 住み替え理由と内容 

・住み替え理由で最も多いのは「就職、転職、転勤に対応」が最も多く 29.8％、次に「住宅が手

狭に、部屋数が不足」、「通勤、通学等の利便性の向上」「親からの独立」の順です。 

・「持ち家」へ住み替えた世帯 23.1％の住宅取得方法で最も多いのは「新築した」が最も多く 61.9％

ですが、「中古住宅の購入」も 21.4％あり、中古住宅の需要も高いことがうかがわれます。 

③ リフォーム理由 

・リフォーム理由は「傷みを直す、きれいにする」が最も多く 83.5％でした。 

 

 

 

 

 

（４）住まいの将来計画 

① 住宅に関する将来計画 

・今後の居住変化の予定については「将来的には（25.2％）」、「具体的に（4.9%）」あわせて 3 割

です。 

② 具体的な計画内容 

・「傷んだ箇所の改修、広くする増築」が最も多く 33.8％ですが、「別な場所への新築（24.5％）」

と建設意欲が高いことが特徴です。また「中古住宅の購入（9.7％）」もあります。 

・その他「一般のアパートに住む」が 9.3％あるのに対し、「公営住宅に住む」という意見は 4.6％

でした。 

［住宅・住環境への評価と、期待される具体的な要素］ 

■愛着と満足度 

・住宅への愛着は 85％と高いものの、住宅への満足度は 67％、住環境への満足度は 76％。 

■住宅への不満要素 

・「高齢者などへの配慮」や「地震時の住宅の安全性」への不満が高いのは全国調査とほぼ同

じ傾向、続いて「敷地内の雪対策」や「省エネルギー」への不満があげられており、北国な

らではの結果となっている。 

■住宅に関して重要と思うもの 

・地震や火災に対しての安全性の確保が最も多く、次に「断熱性・気密性の確保」や「敷地の

雪対策」など北国で暮らすための要素が多くあげられている。 

■住環境への不満要素 

・「前面道路の除排雪」への不満が最も多く、それ以外は「敷地、その周りのバリアフリー化」

への「不満が高く国調査とほぼ同じ傾向、長沼町では「日常の買い物、通院、通勤、通学な

どの利便性」に対する不満が多い傾向にある。      

■住環境に関して重要と思う項目 

・「前面道路の除排雪」が最も多く、次に「日常の買い物、通院などの利便性」、続いて「治安、

犯罪発生の防止」も多く、安全・安心なまちへの要望も強いことがうかがわれる。  

[近年の居住動向] 

・全体の 4割弱の世帯が最近 5年間に何らかの変化があったと回答 

・住み替えが最も多く 2割、リフォームが 1割 

・持ち家に住み変えた世帯の内、新築が 6割、中古住宅を購入した世帯が 2割 

・リフォームの理由は、「傷みを直す、きれいにする」が約 8割 
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（５）住宅施策への要望 

[全体] 

・１位「高齢者に配慮した“見まもり”などのサービスが受けられる住宅の整備（32.3％）」 

２位「住宅リフォームへの助成（29.0％）」、３位「高齢者が安心して暮らせるケアハウス（27.3％）」 

４位「公営住宅の建替や改善（24.3％）」などがあげられています。 

・また、現在行われている「住宅リフォーム助成制度」（17.1％）」「空き家バンク（19.7％）」「太

陽光発電・融雪施設への助成制度（17.9％）」なども各々2割弱の要望があります。 

[所有関係別] 

・ 持ち家：１位「住宅リフォーム助成制度（40.3％）」、２位「高齢者に配慮した“見まもり”な

どのサービスが受けられる住宅の整備（34.9％）」、３位「高齢者が安心して暮らせるケアハウ

ス（30.9％）」と続きますが、「太陽光発電や融雪施設助成制度」への要望も多く 2 割を超えて

います。 

・公営借家：１位：「公営借家の建替・改善（52.5％）」２位「高齢者に配慮した“見まもり”な

どのサービスが受けられる住宅の整備（40.3％）」、３位「高齢者が安心して暮らせるケアハウ

ス（30.9％）」などが上位を占め、高齢者が安心して暮らし続けることのできる住宅への要望が

多くなっています。 

・民営借家・社宅、寮：どちらも１位が「単身の若い人が入居できるアパートやシェアハウス

（29.8％）」です。 

 [世帯特性別] 

・子育て世帯が１位「住宅リフォームに対する助成制度（34.9％）」、２位「子育て支援住宅や施

設の整備（28.7％）」、３位「空き家バンク（28.2％）」をあげる一方で、「高齢者に配慮した“見

まもり”などのサービスが受けられる住宅の整備」も多くなっていることが特徴です。 

・高齢者世帯、介護世帯ともに１位「高齢者が安心して暮らせるケアハウス」、２位「高齢者に配

慮した“見まもり”などのサービスが受けられる住宅の整備」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[今後の住まいの将来計画] 

・全体の 3割が将来に対して、何らかの予定があると回答 

・予定があると回答した世帯の 3割は、傷んだ箇所の改修、広くする増築を計画 

・別な場所への新築も 2割ありますが、中古住宅を購入したいという世帯も 1割あります 

・「一般のアパートに住む」は「公営住宅に住む」の倍のポイントでした。 

[住宅施策要望] 

高齢になっても安心して住み続けられる住宅施策が上位を占めるとともに、 

住宅リフォームへの助成制度、公営住宅の建替など、多様なニーズがうかがわれる。 

［全体］ 

・１位：高齢者に配慮した“見まもり”などのサービスが受けられる住宅の整備（32.3％）

・２位：住宅リフォームへの助成（29.0％） 

・３位：高齢者が安心して暮らせるケアハウス（27.3％） 

［所有関係別・世帯特性別］ 

・民営借家、社宅・寮世帯は、単身の若い人が入居できるアパートやシェアハウス、子育て

世帯は「住宅リフォーム助成制度」に並んで「子育て支援住宅や施設の整備」が多い。 


